知事と部局長との議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	小規模事業経営支援事業費補助金

	部局の考え方
	○　方　針
○　再構築の視点
①人件費補助から事業費補助に転換
②事業目標の設定と評価の仕組みの導入（第三者評価委員会の設置とＰＤＣＡサイクルの導入）

　③事業者ニーズの随時把握と施策への反映 （利用者満足度調査等の導入）

④事業者ニーズに対応できる民間専門家の活用（民間との連携）

　　　　↓
　時代のニーズに合った、新たな中小企業支援のモデルとして全国に発信
○　事業内容
①情報提供・相談支援（セーフティネット機能）

小規模事業者等に対するきめ細かな巡回相談等による情報提供及び経営課題解決に向けたコーディネートを実施

　◆一般経営相談・情報提供事業（巡回・窓口相談）

　◆課題別経営相談支援事業（金融支援、税務支援、労務相談、倒産防止）

②地域特性に応じた新事業の創出促進（地域活性化機能）

地域の独自性、主体性を活かしながら、創業や経営革新の取り組みを促進し、地域産業の活性化を図る。

　　◆専門人材等連携促進事業

　　　（創業・経営革新セミナー、エキスパートバンク事業、後継者育成セミナー等）

　　◆地域活性化事業

　　　（地域ブランド戦略策定事業、商業活性化促進事業、展示商談会、求人・求職マッチング、各種研究会・交流会等）


	参考データ等
	■事業実績


部局名�
商工労働部�
�
担当課名�
経営支援課�
�






小規模事業者等のニーズを踏まえ、補助制度を抜本的に見直し、「中小企業の活力再生・地域産業の活性化に向けた新たな事業」として再構築


（縮減率を20%（法根拠事業）とし、20年度は13.3%縮減の経過措置(人件費相当分は12%縮減、事業費相当分は20%縮減)）





※事業費の推移


現　　状�
再　構　築　後�
�
20年度当初予算原案�
20年度予算（今回要求額）�
21年度�
�
2,432百万円�
2,215百万円


（8～3月　13.3%削減）�
1,946百万円


（20%削減）�
�
削減効果額�
217百万円�
486百万円�
�












